
（ 非公募 ） 

山口市山口障害者福祉作業所指定管理者候補者審査結果 

 

１ 施設の名称   山口市山口障害者福祉作業所 

 

２ 指定の期間   令和６年４月１日～令和１１年３月３１日 

 

３ 指定管理者候補者特定団体名 

社会福祉法人山口市社会福祉協議会 

  会長 德永 雅典 

  山口市上竪小路８９番地１ 

 

４ 団体の概要（目的、事業内容、事業実績等） 

  山口市社会福祉協議会は、山口市における社会福祉事業その他の社会福祉を目的とする事

業の健全な発達及び社会福祉に関する活動の活性化により、地域福祉の推進を図ることを目

的とする社会福祉法人である。山口市山口障害者福祉作業所については、昭和６１年４月の

設置以来、運営を担ってきている。 

   

 

５ 非公募施設とした理由 

山口市山口障害者福祉作業所は、障害者総合支援法に基づく就労継続支援 B型事業所であ

るが、当該施設のみでは指定基準に定められている利用者定員の基準を満たすことができな

いため、社会福祉法人山口市社会福祉協議会が設置する障害者福祉作業所「希望の館」と一

体的に県の指定を受けている状況である。従って、仮に他の法人が指定管理者となった場合、

定員基準を満たしていない個々の事業所として見なされることによって指定が受けられなく

なり、現在の利用者が就労の場を失うこととなる。こうした真にやむを得ない理由から、当

該施設の指定管理者候補者については、非公募による選定とする。 

 

６ 審査の経過 

仕様書の決定   令和５年 ９月１２日（火） 

指定申請提出期間   令和５年 ９月１５日（金）～令和５年 ９月２９日（金） 

選定委員会による審査  令和５年１０月２３日（月） 

 

７ 審査の方法 

（１）選定委員会委員 

   鈴木 徹行   健康福祉部長（委員長） 

   堀 由紀江   健康福祉部次長 

   中村 武司   地域福祉課長 

   中川 善則   高齢福祉課長 

守田 潤子   健康増進課長 

淺川 清治   障がい福祉課長 

（２）提出書類の確認 

特定団体からの提出書類については、適正に記載されていることを確認した。 

（３）特定団体ヒアリング 

特定団体に対してのヒアリングについては、指定申請書提出後随時行った。 



（４）審査内容 

非公募による特定団体からの提案内容については、指定申請等の提出書類やヒアリング

の内容に基づき、選定委員会において、公募施設と同様に選定基準〔別紙１〕に掲げる評

価項目ごとに評価を行い、各委員の点数を合算したものを得点とし、総配点合計の６割（基

準点）を超えていることを確認した。 

また、施設の更なるサービスの向上や効率的な運営等への努力の観点から、各委員の意

見を付記して審査意見とした。 

 

８ 選定の概要 

選定基準 配点 委員数 総配点 山口市社会福祉協議会 

利用者の公平性、平等性等が確保できるも

のであること ２０ ６ １２０ ７８ 

施設の効用を最大限に発揮できるもので

あること ２５ ６ １５０ ９９ 

施設の管理経費の縮減が図られるもので

あること １０ ６ ６０ ３６ 

施設の適切な管理運営を安定して行う能

力を有しているものであること ３５ ６ ２１０ １３６ 

その他適切な管理運営を行うために必要

な事項 １０ ６ ６０ ３９ 

総  計 １００ ６ ６００ ３８８ 

基 準 点 － － ３６０ 

 

９ 審査意見 

山口市山口障害者福祉作業所は、通常の事業所に雇用されることが困難な障がい者の就労や

生産活動等の場として、大きな役割を果たしている。 

現行の受託団体である社会福祉法人山口市社会福祉協議会は、これまでの実績、経験や培わ

れたノウハウを基に、施設の持っている目的や性格を十分に理解していることに加え、利用者

の意向、適性、障がいの特性を踏まえた個別支援計画に基づく適切なサービスの提供や、隣接

する福祉センター及び児童館と連携した児童公園の維持管理など、施設の更なるサービスの向

上や地域との協働による取組を行う能力を有していると考える。 

以上、総合的に判断して、社会福祉法人山口市社会福祉協議会は、山口市山口障害者福祉作

業所の特定団体として必要な条件を満たしており、適当であるものと認める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙１ 指定管理候補者選定基準 

 

 

選 定 基 準 配点 

 利用者の公平性、平等性等が確保 

２０  施設の使用許可や利用者からの利用者からの要望対応が適切に実施できるか（１０） 

一部の利用者に対して不当に利用を制限したり、優遇したりするものはないか（１０） 

 施設の効用を最大限に発揮 

２５ 

 施設の設置目的を十分に理解し、その目的に適応した管理運営の方針や具体的手法等

が提案されているか（１０） 

提案された市民サービス向上のための具体的な手法が利用者ニーズに応えたものと

なっているか。また、十分な効果が期待できるか。（１０） 

利用者の増加を図るための取り組みは提案されているか（５） 

 施設の管理経費の縮減 
１０ 

 提案された管理運営費の内容が適切か（１０） 

 施設の適切な管理運営を安定して行う能力 

３５ 

 提案された収支予算書の内容に適格性や実現の可能性はあるか（５）  

安定的な運営が可能になる人的能力や物的能力があるか（１０） 

利用者の安全確保や緊急時対応の体制や対処方法等を明らかにしているか（１０） 

個人情報の適正な取扱いが確保される見込があるか（１０） 

 その他適切な管理運営を行うために必要な事項 

１０ 
 地域との連携・協働を図るための取組みが見込まれるか（５） 

施設周辺の環境整備及び施設等の管理体制は十分であるか（５） 

合      計 １００ 

 

 

 


